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図表：  1-1 新興国と先進国の経済成長  
 
（出所）経済産業省『通商白書』 2 0 1 4 年、第一章。      注：2014 年以降は予測  
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新興国の GDP の平均成長率が５％台に対して、先進国の GDP 成長率が 2％台にとどまっ
ている。そのなかでも中国、インド、ブラジル、ロシアといった BRICs は成長の著しい国




が増えている。アメリカで起こった  2007 年のサブプライムローン問題，2008 年のリーマ
ン・ショック，ヨーロッパで起こった  2011 年の金融危機により急速に縮小し停滞してい
た欧米市場と対照的に，アジア市場は新興市場として拡大しつつある。  
図表：  1-2 新興国の経済成長  
 
（出所）経済産業省『通商白書』 2 0 1 4 年、第一章。 注：2014 年以降は予測  
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図表：  1-3 現地法人の地域別分布比率の推移  
 
（出所）経済産業省「海外事業活動基本調査 2015 年」  
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これによると，有効回答企業数  24,011 社のうち 15,964 社（ 66.5％ に相当）がアジ
アを進出先としており，北米は  3,180 社（13.2％ に相当），欧州 は 2,767 社（11.5％ に
相  当），そしてその他が  2,100 社（8.7％）となっている。アジアがもっとも多いが，そ
の内訳をみると，中国（7,604 社， 31.7％ に相当）を筆頭に，次点が ASEAN4（4,210 社，








図表：  1-4 日本企業の有望事業展開先国・地域  
 
（出所）国際協力銀行「我が国製造業企業の海外事業展開に関する調査報告 2015 年」  
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2－1 インド市場の魅力  
インドは 1991 年の外貨危機を契機として経済自由化路線 9に転換し、サービス業が経済
成長を牽引している。経済成長率は 2005～2007 年度３年連続で９％台を達成し、2008 年
度は世界的な景気後退の中でも 4％以上を維持した（図表:1-5）。2014 年５月に誕生した
モディ政権は経済重視の立場を表明しており、国際通貨基金（ IMF）「世界経済見通し」（2016





図表：  1-5 インド経済の成長率  
 
（出所） IMF(world economic outlook database April 2016)  
高い経済成長率を見込まれているインド経済が世界の関心を集めている。成長力の大き
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な源泉は人口である。イ ン ド の 人 口 は 現 在 約 13 億 人（ 国際連合 2015）、そし
て 2022 年には中国を抜き人口第一位の大国となると言われている (図表:1-6)。単に数が多
いだけではなく、人口の９割強を 60 歳以下が占め、毎年約 1,000 万人の若者が労働市場に
加わる典型的  な人口ボーナス期にある。インドは、合計特殊出生率 10が 2.5 人（2013 年）
と高く、15 歳以上  65 歳未満の生産年齢人口は 2040 年まで増加することが予想されてお





ス期は今後 30 年以上続くと推測され、またインド応用経済研究所（ NCAER）によれば、 現




興国に比べ教育水準の高い人材  にアクセスし易い点も魅力である。  
図表：  1-6 人口ランキング  
 
（出所）国際連合（World Population Prospects 2015 Revision)より  
インドはアジアと中東・欧州・アフリカを繋ぐシーレーンの要衝に位置し、事業のグロ
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SONY 等の日系家電メーカーの躍進の経緯もあり、多くのインド人が Japan ブランドに対し
て高品質なイメージを抱いている。要するに、日本企業の大きな商機ともいえよう。  
 




見てみよう。彼らは、世帯可処分所得別に、 35,000 ドル以上を「富裕層」、5,000 ドル以
上 35,000 ドル未満を「中間層」、1,000 ドル以上 5,000 ドル未満を「低所得層」、1,000 ド
ル未満を「貧困層」と 定義している。経済産業省「2009 年版ものづくり白書」によると，
BRICs のボリュームゾーン市場は， 2002 年の 2.5 億人から 2007 年に 6.3 億人（うち中
国 2.7 億人，インド 1.4 億人）に増加しているという。また、2008 年の「インドボリュ





だ低所得層（可処分所得  USD5,000 未満）が約 5 割を占める状況にあるものの、今後の経
済成長により、ボリュームゾーンの拡大を中心に購買力の上昇が見込まれており、インド
の市場としての魅力が開花していくのはまさにこれからであると言えよう（図表:1-7）。
また、インド政府（Tendulkar 委員会）の推計によると、 1993/94 年からの 18 年間で貧
困率は約 45％ から 22％ に低下してきた。またアジア開発銀行のレポートは、貧困層の
割合が 1993/94 年の約 70％から、2004/05 年には約 60％ まで低下したと推定した。  こ
の２つの推計値だけをみても、貧困率には大きな幅がある。しかし、これらの推計値を含
（第 1 章） 
 





図表：  1-7 インドボリュームゾーン市場
 























富裕層 ボリュームゾーン 低所得層 
2014年(千世帯) 
2025年（千世帯） 
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32 インチ以上の液晶テレビなど耐久消費財を簡単には買うことはできないはずであるが、
LG 電子などは 2004 年頃から好調に売上を伸ばし、ブランド評価を高めている。やはり盛
んな購買意欲に支えられ、家族で貯金して買う等消費は確実に拡大しているといえる。世


















3－1 戦後の日本企業の置かれた環境  
戦後、日本経済は高度成長した。  高度成長期  (1955～70 年 ) における日本の実質国民
総生産（GDP）は年平均 10.2%で成長してきた。1973 年の石油ショック後のインフレと
不況を乗り越えた日本経済は 、高度成長期ほどではないものの、 安定的な成長を続けた。
日本製品の品質が向上し  、世界での評価が「低品質低価格  」から「高品質高価格  」に変
っていった時期である。80 年代後半には、急激な円高にもかかわらず貿易収支の黒字が
続き  、「日本経済は世界一だ」と言われるようになった（張賢淳、1981）。戦後の経済成
（第 1 章） 
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3－2 現在の日本企業の置かれた環境  
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体の電気機械産業の輸出総額に占める日本のシェアは 2000 年には 12.2％だったが、2014
年には 4.4％まで低下した。一方、韓国と中国がシェアを伸ばし、2000 年には両国とも 4.7％
にすぎなかったが、2014 年にはそれぞれ 5.8％、24.3％となった。  
図表：  1-8 90 年後の日本経済（GDP）  










3－3 新市場に伴う新興国企業の台頭  
2008 年に米国に端を発した百年に一度の金融危機は，国際金融システムの存続を脅かし
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図表：  1-9 新興国市場で日本企業のプレゼンス  
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るように、中国やインドの購買力評価での GDP は、2014 年時点で 1 位と 3 位の順番であ
り、2050 年には世界 1 位と 2 位の王座にまで上がることを予測している。  
図表：  1-10 購買力評価ベースの GDP ランキング  
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図表：  1-11 日本企業におけるインドと中国市場の魅力  
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3－5 インドボリュームゾーン市場開拓の意義  
インド向け直接投資を、 2 0 0 8  年の第一三共によるランバクシー・ラボラトリーズへの
投資、  2 0 0 9  年の N T T ドコモによるタタ・サンズへの投資、2 0 1 0  年の  J FE  スチールに
よる J S W スチールへの投資という大口の投資が目立つ。また、インドにおける日系企業








てこない。例えば、インド応用経済研究所（ NCAER、2005） によれば、 現在３億人弱程度
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した日本企業は、スズキしか知られていない。フラット・テレビ市場で SONY がトップ 3
に名を連ねているものの、白物家電の代表格である冷蔵庫、洗濯機に至っては LG とサムス
ンの 2 ブランドが市場の約 5 割を独占している 17。このように、新興国市場の中でも最も
成長していくインド市場においては、日本企業のプレゼンスが薄いとわかる。  
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5 研究方法  
本研究の目的を達成するためには、日本企業の海外進出に関する研究や、先進国市場開
拓、新興国市場開拓、競争戦略に関する先行研究を整理し、日本企業の海外市場開拓にお
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ーランド、ルーマニアといった国や地域のことである  


















8.Infosis、wipro と TaTa は、インド市場のみならず世界でも特定の分野で強い競争力を発揮




10.合計特殊出生率（ total fertility rate）とは、人口統計上の指標で、一人の女性が一生
に産む子供の平均数を示す。この指標によって、異なる時代、異なる集団間の出生による人
口の自然増減を比較・評価することができる。  
11. プラザ合意とは、1985 年 9 月 22 日、先進国の 5 か国  (G5) 蔵相・中央銀行総裁会議によ
（第 1 章） 
 
  （Tirtha Bahadur  Karki）                              
 26 








12. BRICs とは、 2000 年代以降著しい経済発展を遂げているブラジル、ロシア、インド、中国
と南アフリカの 5 ヶ国の総称である。投資銀行ゴールドマン・サックスのエコノミストであ
るジム・オニールによって書かれた 2001 年 11 月 30 日の投資家向けレポート『 Building 
Better Global Economic BRICs』で初めて用いられ、世界中に広まった。  






（ http://www.in.emb-japan.go.jp/Japanese/2015j_co_list.pdf）  





17.インド家電市場の覇者  – LG & Samsung 2015 年 1 月 13 日  
http://www.india-bizportal.com/jacomp/column-jacomp/p15234/ 
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1 日本企業の海外進出  
日本企業の多国籍化は , 日本の工業化のスタートとともに始まった｡ それは貿易商社を
はじめとする貿易関連企業の海外事業拠点の建設をもって始まった｡ 日清戦争後には , 植
民地への資源投資が , ついで , 日露戦争後には満洲をはじめとする中国大陸への資源開発
の投資 , 鉄道投資が進められた｡  また , 製造業の中国への投資がはじまった｡  こうした製
造業投資の代表的な担い手が , 紡績企業であった｡  当時 , 日本紡績業として中国へ直接投
資を行ったのが , 大阪に本社を置く内外綿 1（現在の社名新内外綿）であり , それにつづい
て第  1 次世界大戦後には日本の主要な紡績企業の大半が , 中国に紡績工場を建設した｡  
こうして建設された , 現地の事業所は在華紡と呼ばれている｡  この在華紡は , その大半が , 
中国における地位を確立し , 中国紡績業の主要な担い手として成長していった｡  しかし、




まさに劇的増加を遂げる。1982 年から 87 年までの対外直接投資額の年平均が約 90 億ド
ルであったのに対し， 1988 年には，約 340 億ドルと 3.7 倍にも躍増し， 世界全体に占め
る日本の対外直接投資の割合は  20％に達した。しかしバブル崩壊という国内経済の激震
により 1991 年以降，対外直接投資額は，急速に減少し 1993 年には 1987 年以降で最低の
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138 億ドルとなり，世界経済における機関車的役割を喪失することになる。また長引く不
況と 1997 年からタイで発生した一連のアジア通貨危機の影響により，対外  直接投資が伸
び悩み，回復基調に転じたのは  2000 年からである（内閣府資料 2）。日本企業の対外直接
投資額は 2008 年 13.1 兆億ドルとなり、それまでの最高額である 1990 年の 7.4 兆円を大
幅に上回った。さらに、日本企業の対外直接投資額は、2012 年は 12.2 兆億ドル、2013 年








変化が生じていることは、第 1 章で図表 :1－3 を参照して述べた。全体の 66.5％ の企業が
アジアを進出先としており，北米は  3,180 社（13.2％ に相当），欧州 は 2,767 社（11.5％ 
に相  当），そしてその他が  2,100 社（8.7％）となっている。アジアがもっとも多いが，
その内訳をみると，中国 7,604 社（31.7％ に相当）を筆頭に，次点が ASEAN 44,210 社，








して、先進国の GDP 成長率が 2％台にとどまっている。  
 
日本企業の進出先が時間とともに変わりつつあることに対して、企業の戦略はどのよう
（第 2 章） 
 













2 Porter の研究  
経営学の歴史に Porter の戦略論は重要な研究成果である。Porter は、1979 年で“How 
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図表：  2-1Porter のファイブフォース分析  
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図表：  2-2Porter のバリュー・チェーン分析のイメージ  
 
（出所）Porter の“競争優位の戦略”より  
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3 Barney の研究  
リソー  ス・ベースド・ビューの理論研究の先駆けとなった、Wernerfelt（  1984）は、 
リソース  ・  ベースド・  ビューという用語を初めて使用した。リソース・ベースド・ビュ
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した企業は平均以上のリターンを獲得できる。ある企業は不完全な要素市場を生み出すこ




位がある。従って、不完全な要素市場を作り出す 企 業 内 部 の 特 異 性 の あ る 資 産  、ス キ
ル  、ケ イ パ ビ リ テ ィ が 企 業 の 競 争 優 位 の源 泉と なる 。  
 
3－1 VRIO フレームワーク  
Barney は、企業の経営資源やケイパビリティの定義、そして経営資源の  異質性と経営
資源の固着性の前提は非常に抽象度が高いため、企業の強み、弱みの分析をするには  
VRIO フレームワークと呼ばれる分析方法が有効であるとしている。  VRIO は、Value、











することや  、脅威を無力化することをより困難にするような経営資源やケイパビリティは、 
その企業の弱みであると提示している。  
 
B.「  希少性に関する問い（Rarity） 」：その経営資源を現在コントロールしているのが  、
ごく少数の競合企業であるかどうかが問題となる  。企業の内部環境を理解するうえで、企
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している場合である。２つめは、「  因果関係不透明性」である。 これは、模倣しようとす
る企業にとって  、対象となる企業のどの経営資源が競争優位に結びついているか不明瞭な








は  、組織的な体制が整っていなければならないとしている。  
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利益を生み出さないが、それを使用しないと競争劣位になる可能性がある  。したがって  、
企業にとっては、希少ではない経営資源の使用も比較的に少でありながらパフォーマンス
に貢献している。  
図表：  2-3 Barney の VRIO フレームワーク  
V 価値（Value）  その経営資源は価値があるか？  
R 希少性（Rarity）  その経営資源は希少か？  
I 模倣可能性（Imitability） その経営資源は模倣可能性か？  
O 組織（Organization）  それらの経営資源は組織化されているか？  
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3－2 リソース・ベースト・ビューとインド市場開拓  
上記で、Barney が中心としたリソース・ベースト・ビューの VRIO フレームワークを
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Hitt et al (1985）は，この能力を「組織の独自能力（Corporate Distinctive Competence）」
とし，  Klein, J.A. et al (1991），Hamel ＆Prahalad(1994）は，こうした能力を，それ





Hamel & Prahalad によって論じられたコア・コンピタンスの定義は，「顧客に特定の
利益をもたらす一連のスキルや技術」とされている。コア・コンピタンスは，企業固有の
技術や製品，無形資産単体のことではなく， それらを束ねたものであり，個々のスキルや  
（第 2 章） 
 

















5 つもの異なる事業に貢献しているのである。  
 
Hamel & Prahalad は、コア・コンピタンスの代表例として、日本家電企業のコア・コ
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4－1 コア・コンピタンスとインド市場開拓  























5 Teece の研究  
ダイナミック・ケイパビリティという用語が登場したのは， Teece, et al（1990）である。
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ここではダイナミック・ケイパビリティに関する研究のルーツとして一般的に用いられる  










ティよりも高い次元でのケイパビリティであるとした（Teece, et al.1997）。  
 
Teece et al（1994）では，企業内の歴史  的経緯や企業（組織）プロセスに根づいている
オペレーション・ルーティンの高い遂行力に企業由来の競争優位が存在し，これらを環境
変化に適用するためのイノベーション力とダイナミック・ケイパビリティが密接に関わっ
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といった要素を明確にする努力にほかならないと論じる（Teece, 2009）。  
 
さらに，Eisenhardt & Martin の研究において，ダイナミック・ケイパビリティは市場
変化への適応や創造のために，内外のリソースを活用（創造，再配置，統合，獲得，解消）
する企業の戦略的，組織的なプロセスなどのサブ・プロセスを含んだ研究であると論じら
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調査により、国際経営の新興国ビジネスへの適用例として Fang et al(2009)の研究論文も






















Christensen（1997）は、持続的技術（ incremental technology）と破壊的技術  （disruptive 
technology）という  2 つの概念を提示している。持続的技術は、メインストリーム  の製
（第 2 章） 
 















図表：  2-4 新興国市場のジレンマ  
 
（出所）新宅・天野  2009 より  
新宅・天野（2009）は、日本企業のポジションと新興国市場の現状を考察し、以下のよ
うな問題提示をした。日本企業などの先進国企業が、新たに成長する新興国市場を相手に
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3. JETRO データベース https://www.jetro.go.jp/world/japan/stats/fdi.html  
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4.TQM とは、 Total Quality Management で、組織全体として統一した品質管理目標への取り組
みを経営戦略へ適用したものである。  日本語では総合的品質管理と呼ばれるが、一般的に
TQM を用いることが多い。  
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1 ボリュームゾーンの定義  
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将来予測をおこなったのが McKinsey Global Institute(2007)である。Deutsche Bank 






アジアボリュームゾーンとして、  年間世帯可処分で 5,000 ドル  以上 35,000 ドル未満の
所得層をボリュームゾーン（$5,000 以上$15,000 未満を下位中間層、$15,000 以上$35,000
未満を上位中間層  ）、  35,000 ドル以上を富裕層、1,000 ドル以上 5,000 ドル未満を低所
得層、1,000 ドル未満を貧困層としている。この指標によると、インドのボリュームゾー
ンは  2010 年に 5500 万人、2020 年には 7.8 億人、2025 年までには  8.8 億人に増加する
とみられている。一方で、富裕層も拡大していくことが予想されているが、 ボリュームゾ
ーンに比べるとその拡大は小さいことがわかる。インド応用経済研究所（NCAER）によ
れば、世帯所得約 5,000 ドルから 30,000 ドルをボリュームゾーンとし、2020 年には 5.5
億人近くになると予測している。  
図表：  3-1 インドボリュームゾーンの推移  
 
（出  所）Kharas (2010) “OECD Development Centre Working Paper No.285.”  
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Kharas（2010）によると、1 人当たり 1 日支出額で 10 ドル～100 ドル(2005 年 PPP ベー
ス）がボリュームゾーンとされ、  2009 年では、約 5～10%であるが、2025 年には約 50%、
2040 年には約 90%近くに推移していくことが予想されている（図表 :３－１）。他方、アジ
ア開発銀行（ADB、2010）による定義では、１日１人当たりの消費でボリュームゾーンを 2
ドル～20 ドル、20 ドル以上を富裕層、 2 ドル以下を貧困層と定義している。インドでは、
BOP（Bottom of Pyramid）層が減少し、ボリュームゾーンが  1994 年には全人口の約 28.1%
だったが、2005 年には約 31.8%占めるまでに拡大したとしている。ADB （2010）と同様の
1 人当たり 1 日支出額の基準で、Banarjee and Duflo（2008）は２ドル～10 ドルをボリュ
ームゾーンとし、Ravalion（2008）は２ドル～13 ドルをボリュームゾーンと定義した。年
間世帯所得額基準に、Court and Narasimhan(2010)が 13,500ドル～113,000ドル、Milanovic  
et al (2002)が 4,000 ドル～17,000 ドル、Bhala(2009)が 3900 ドル～113,000 ドルをボリ
ュームゾーンとしている。 
図表：  3-2 ボリュームゾーンの定義 
 
（出所）諸文献により筆者作成  
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の定義を見たとしても、スタート額は 500 ドルの差で、最高額には 10000 ドル以上の差が
生じている。その一方、１人当たり一日の支出額でボリュームゾーンを定義しようとした
Banarjee and Duflo と Ravalion の定義でも３ドルの差がある。一日の支出は３ドルとい
うことは月９０ドルで年に計算すると 1080 ドルの差になる。また、年間世帯所得額による
ボリュームゾーンの定義を比較しても Bhala と Court and Narasinha の定義にあまり差が
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常に大きいことから、17％でも 3,600 万世帯と、日本の全世帯が 4,700 万に比べて多いこ
とを評価している（図表:3－4）。 
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インド政府（ Tendulkar 委員会）の推計によると、 1993/94 年からの 18 年間で貧困率
は約 45％から 22％に低下してきた。またアジア開発銀行のレポートは、貧困層の割合が

















(christensen,2001）。   
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ビスに手の届く可処分所得とは、Euro monitor の World Income Distribution を使用し
た、経済産業省  『通商白書  2010 年版』やみずほ総合研究所（ 2010 )の、世帯可処分所
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に高まった。特に、 経済自由化の成果が本格的に表れ始めた 2000 年以降、インドの経済
成長率は大きく上昇し、2003 年度から 2008 年度までは、6 年連続で 7％を上回るという
建国以来の好況が続いた。こうした高成長局面を経て、2011 年度以降は、経済の鈍化傾向
が鮮明になったが、2014 年のモディ政権発足を契機に、経済成長率は上向いており、  足
元では 7％前後で推移している。また、2016 年の GDP の成長として、世界銀行が 7.8%、
アジア開発銀行（ＡＤＢ）が 7.4%、インド政府が 7.8%、国際通貨基金（ IMF）が 7.5%と
予測している。  
図表：  3-5 生産年齢人口比率と人口ボーナス  
 
（出所）DBJ（2016）  
高成長が続くインド市場は、第 1 章で述べたように、インドの購買力評価での GDP は、
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2014 年時点での世界ランキングは 3 位であり、2050 年には 2 位にまで上がることを予測
している（図表 :1－10）。2015 年で 13.1 億人のインド人口が、2050 年には 14.6 億人で、
2022 年時点で中国を超え、世界 1 の人口になると予測している（図表 :1-6）。これは単な
る人口が多いだけの話ではなく、インドは、合計特殊出生率が 2.5 人（2013 年）と高く、
15 歳以上 65 歳未満の生産年齢人口は 2040 年まで増加することが予想されており、総人
口に占める生産年齢人口が従属人口の 2 倍を上回る人口ボーナス期は 2060 年まで継続す
ることが見込まれている（図表 :3－5）。７億 4800 万人という世界第 2 位を誇る労働人口、
そして全国民の平均年齢 25 歳という若年層の豊かさにある。労働人口は毎年 1300 万のペ
ースで増加を続けており、現時点で国民全体に占める割合が 58％、2020 年までに 64％に














日本企業の、インド向け直接投資を、2 0 0 8  年の第一三共によるランバクシー・ラボラ
トリーズへの投資、2 0 0 9  年の N T T ドコモによるタタ・サンズへの投資、2 0 1 0  年の J F E  
スチールによる J S W スチールへの投資という大口要因が続いている。また、パナソニック
も 2018 年でインド 1 位の家電メーカーになるため、大型の投資を発表している。日本企
業のインドへの高い関心を背景に、インドに進出している日系企業の数は、右肩上がりに
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増加しており、 2006 年から  2015 年までの９年間で５倍近くに増えている。インドにお
ける日系企業数は毎年 1 0 0  社程度増加し、2015 年時点で 1229 社となっている（図表 :3－
6）。  
図表：  3-6 日本企業のインド進出状況  
 








の一人当たり GDP は約 USD1,600 であり、ASEAN5 ヶ国（マレーシア、タ  イ、インド
ネシア、フィリピン、ベトナム）の半分、日本の 1970 年以前の水準に留まっている。  
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の伸びは緩慢で 2015 年時点でも 2,000 ドルに達してない。しかしながら、今後の経済成





ビスへの消費性向が急  速に上昇、12,000 ドルを超えるとヘルスケア分野への消費性向が
高まる（図表 :3－8）。インド市場の耐久製品消費の伸びに大きな期待ができる。  
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3－2 サービス業の発展とボリュームゾーン  
通常の経済は農業から鉱工業、サービス業の順に発展するといわれており、実際に多く
の国がそのような発展経路をたどってきた。しかし、インドはそのようになっていない。
実質 GDP 成長率に対する比率をみても、サービス業が大幅に上昇して 2000 年度以降の平
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2015 年のＧＤＰの産業別比率は、農業 18％、工業 31％、サービス 51％で、就業者比率







図表：  3-9GDP に占める産業の割合と就業人口  
 
（出所）JAICA 資料  
一般的に一国の経済は農業から鉱工業、サービス業の順に発展するといわれるが、発展
途上国でありながら、GDP に占めるインドサービス産業の割合が高い。サービス業の中で
も、インドの経済成長を牽引してきたのは  IT 産業および、  IT を活用して業務受託等を
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JBIC が 2015 年度に行った「我が国製造業企業の海外展開に関する調査報告」の中で展開
先有望市場にインドを選んだにも関わらず、インドでの最も大きな課題にはインフラ未整
備と指摘された（図表 :3－10）。中国市場においてはインフラの問題がないようで、インド
ネシア市場においては、3 番目になっている。  
図表：  3-10 日本企業の事業展開有望な市場の課題  
 
（出所）「我が国製造業企業の海外展開に関する調査報告」 JBIC2015 年より  
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初の通年度予算となる 2015 年度予算にて、インフラ向け支出を前年比 25%増と大幅に拡
大させた。その中には、 5 つの巨大発電所の建設計画、国道の総延長を 2013 年度に  












よそ 3,200,000 平方キロメートルに点々と散在しているうえ、人口 13 億人のなか約 2 億
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図表：  3-11 ダイバーシティマネジメントと成果指標の相関分析  
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の World Income Distribution を使用した、経済産業省  『通商白書  2010 年版』やみず
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別年収で、200 万円以上を富裕層、50 万円以上をネクストリッチ、20 万円以上  をネクスト・
ビリオンと呼んでいます。アジアの中では後進ですが、ベトナムはかなりの率でネクス  ト
リッチが占めていますし、しかもここ数年で急成長して、平均的にレベルが高いことがわか   
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ると  思います。一方インドですが、富裕層、ネクストリッチを合わせても 17％で非常に低
いのですが、  ただ分母が非常に大きいですから、 17％でも 3,600 万世帯になります。日本
の全世帯が 4,700 万です  から、その大きさがわかると思います。
http://dspace.wul.waseda.ac.jp/dspace/bitstream/2065/38090/1/SankenForamu_35_Maru
o.pdf で確認。  
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年度のインド国内での総新車販売台数は 342 万台に至っている。  
 
1950 年代からヒンドゥスタン・モーター，プレミア・オートモーターズなど数社に認可を与
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1971 年 6 月に，サンジャイ・ガンジー氏（インディラ・ガンジー元首相の次男）が小型国民
車構想の下，マルチ・リミテッドを設立した。1981 年 2 月にマルチを国営企業化し，国民車
構想を国家プロジェクトとして据えた。当初，このプロジェクトはインド政府 100%出資によ
るものだったが，インド政府は独力での低コストで高品質の自動車を造る技術を持っていなか












図表： 4-1 インド乗用車メーカー別シェア 
 
（出所）SIAM のホームページより筆者作成  
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スズキは，1988 年には株式の持ち分を  40%まで増やし，外国投資規制が自由化された後の
1992 年に 50%を保有するまでになり，マルチの子会社化を果たした。その後，インド政府は
持っている株を徐々に市場に放出し，2007 年 5 月には全ての放出を完了した。そのため，現
























シュナムルティ氏と 2 代目社長のバルガバ氏は一致していた(R.C バルガバ)。そのため，イン
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る。 マルチ・プロジェクトは，1984 年度を初年度として 5 年目の 1988 年度には年間生産台
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インドの乗用車市場は、小売価格ベースで 50 万～100 万円台を中心とする小型車（車長 4 
メートル未満、かつエンジン容量 1400cc 以下）が乗用車市場全体の約 8 割を占める。1 人当
たり名目 GDP が 1,592 ドル（2012 年、IMF 見通し値）で、自動車購買層の大半が、低価格・
低燃費の小型車を志向する市場構造にある。さらに、この構造を大きく後押しするのが小型車
に対する物品税の優遇措置である。エンジン容量が 1500cc 超の乗用車に課される税率が 27％





全需要のうち乗用車が 75%以上を占め，うち 8 割が小型車であるためにスズキのものづくり能
力は適応できたと考えられるのである。  
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おいて、販売店は 555 都市に 800 店、サービス拠点は 1300 以上の都市に 2700 ヶ所超のカス
タマー・サポートセンターを展開してある。  
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インド市場におけるブランド別ライナップと価格を比較すると、スズキのほうが安い車から
高い車までライナップされている（図表 :4－2）。TaTa の Nano はスズキのアルト 800 よりは
安いものの売れ行きが良くないと言われている。インド市場においては、安いだけでは通用し
ないという証拠だろう。また、インド市場で売れ行きの良いコンパクトカー（1.5 リッター）
で各社の車の価格を並べた。トヨタのエティオス・セダンは 49.6 万ルピー、 トヨタのエティ
オス・ハッチバックは 43 万ルピー、現代の i20（1.4 リッターは 87 万ルピー、ホンダのシテ
ィは 85 万ルピー、TaTa のインディゴ（1.4 リッター）は 62 万ルピー、現代のアクセントは




2015 年の自動車販売台数は 2,772,745 台となっており、各メーカーのシェアは、1 位はマル
チ・スズキが 46.7％,2 位は韓国現代自動車が 17.2％で、圧倒的な力の差を見せつけている。3
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そ他社より競争に有意な立場にあると考えられる。そのようなことを意味する事例が 2014 年 1
月 15 日の日経新聞に記載されている2。『スズキは 2014 年 1 月 14 日、新型の変速機「Auto Gear 
Shift（オートギヤシフト）」を開発したと発表した。「マニュアル変速機と自動変速機の利点を
両立した」（同社）という。同 2 月 5 日からインドで開催される「デリーオートエキスポ 2014」
において、オートギヤシフトを搭載した新型車を公開する予定である。オートギヤシフトは、
5 段変速のマニュアル変速機に、クラッチおよびシフト操作を自動で行う電動油圧方式アクチ










る。成長してきた若年のボリュームゾーン、富裕層が 2 台目、3 台目の車を購入するときに、
スズキから他社ブランドに「アップグレード」されてしまうのを防ぐために、マルチ・スズキ
はこうした新世代を満足させることができる高級感を持つ新車種の投入が必要と判断した。従
って、高級車専門販売店「Nexa」を 2016 までに 100 店舗体制にして、マルチ・スズキが現在






2 LG の事例  
インドの人口は約 13 億人で，経済成長率は年平均 7％台を維持している。その購買力は世界
3 位で年平均 20%以上伸びている。インドの家電市場は 125 億ドルの市場規模といわれており，
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需要はインド国内経済の急成長と 2 億 7 千万人と推定される中間層の購買力の上昇に伴い今後













動車用機器、セキュリティ事業など）の 5 部門体制となっている。世界約 80 カ国に進出し従
業員数 8 万人超である。まずターゲット市場の見極めの点であるが、LG は大きな成長性が見
込まれ強力なライバルが少ない新興国市場に早くから狙いを定めてきた。世界第 2 位の人口規
模で、かつ年齢構成が若く人口ボーナス期が長いインドへ 1997 進出を果たした。完全子会社  
LG エレクトロニクス・インディア（以下は LG）設立後は異例のスピードで発展し、冷蔵庫
や洗濯機、電子レンジや AC 部門などではインド市場で高いシェアを握っている。以下では、
韓国の大手企業 LG エレクトロニクス（以下は LG）がインドで成功した理由を探ってみる。 
 
2－1 LG のアプローチ 
インドの電機及び IT 関連企業は、1990 年代初頭から始まった経済の規制緩和で成長した象
徴的な存在である。関連産業は毎年 2 桁、分野によっては 3 桁に届く成長率を示し、国民も経
済成長の果実を家電製品の購入によって受けている。2009 年 8 月に、インドの通信・IT 省が、
「インドにおける電機及び IT 関連産業の課題や招来像を探る研究会」を発足させた。其の会
の 2009 年 12 月の報告書によると、2009 年当時は 450 億ドル程度しか供用能力を持たなかっ
たが、2020 年には需要量の全てを供給し、しかもその中には、800 億ドル程度の輸出分も含ま
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の家電メーカーも早いところでは 70 年代に進出しているが、90 年代まではほとんど苦しんで
いたのである。購買力あるのが、一部の富裕層に限れていて、当然マーケットも限定的であっ
た。90 年代に入って各種の経済規制が緩和され、さらに 2004 年になってインドがタイとの自
由貿易協定（FTA）を結び、カラーテレビなどの輸入関税がなくなったことなどから外資系家
電メーカーのインド再挑戦が始まったのである。この時、インド市場に経営資源を集中したの
が、LG 電子や SAMSUNG 電子などの韓国メーカーである。進出にあたり韓国メーカーは、日
本メーカーが中国市場戦略において手にした成功法則をインドで展開したのである。たとえば、
ボリュームゾーンが求めている価格と品質などのバランスや販売促進活動の強化などである。
この戦略と、きめ細かな戦術の確かさは、LG 電子が、2015 年度のインド市場での売上高は 2350
億ルピーであることを示している。  
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後発企業だった  LG は、常に先発であった日系企業を意識した上で戦略を立てていた。当時
の LG Electronics India Ltd.の法人長であった金光盧氏は、インド進出初期から日系企業の製
品より少し安い価格設定をすることで、日本製品の価格の約  80~85％に当たる価格を維持して



















ま走行する車が多いといわれている。LG はインドで、洗濯機にサーリー  を洗えるコースをつ
け、スパイースを保管しやすい冷蔵庫などを作って、インド人消費者の心をつかんだのである。  
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の離職率は年間 15％であるが、LG 電子インドは同 4％、R&D 部門（約 400 人）では更に低
く 1％程度と言われている。 
図表： 4-3LG の販売網とサービスネットワーク  
 
（出所）LG ホームページより  
LG は高い輸入関税を回避するために、早くからインド国内生産を断行してきたのである。
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それによって生まれた価格の「値ごろ感」と自ら構築した高密度な販売網（図表 :4−3）が同社
の強みとなっているのは間違いない。LG インドはインド本社の管理下、都市部に 83 ヵ所、地
方に 63 ヵ所の 事務所・営業所をもつ。さらに、その下には消費者に直  接関るディーラーが
1,400 ヵ所、サブディーラーに至っては 9,000 ヵ所も存在している。また、トラブルシュータ
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ランド大使に起用し、プロモーション活動を行った。同時に、 `All the best’という  LG の歌
を作って、大会期間中に流した。大会が終わった後に実施した調査の結果、30%に過ぎなかっ






模である。このような地域環境で、ソニーに遅れて参入した  LG 電子の立場からみると、大都
市ですでに知名度が高いソニーと同じように TV と新聞広告でプロモーションを行うだけで勝
負できないと感じた。LG はより広い顧客層を狙って全国を 18 カ所の地域に分けトラックに














3 Honda （２輪）の取り組み  
本田技研工業（2 輪車）は 1981 年に地場企業である Hero 社との間に合弁 Hero Honda 
Motors Ltd.（以下 HHML）を設立し、インドにおける二輪車事業を開始した。1999 年には
本田技研 100% 出資の子会社として Honda Motorcycle and Scooter India(以下 HMSI)を設立
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る。インドの二輪市場は約 900 万台の巨大市場であり、そこでホンダグループのシェアは 40% 
を越えている。ホンダの製品は長距離の走行ではなく、都市内の移動手段を目的としており、





図表： 4-4 HSMI の販売網の仕組み 
  
（出所）HSMI のホームページより  
グローバルでのホンダブランドがインドでも浸透しており、「ホンダの製品を持つ」というこ
とが一種のステータスとなっていた。また HHML は現地で 25 年以上前から事業を展開して
おり、消費者に密着した販売網も築いていた。この結果、新しく HMSI を立ち上げた際にも、
広告等の販売促進コストを比較的低く抑えることができ、事業も立ち上げやすかった。また、
HHML の合弁先の Hero グループは世界最大の自転車メーカーであったため、自転車の販売
網も全国に幅広く保有していた。これに加え、最終的には合弁を解消 5したカイナテックホンダ
の一部販売店の活用も可能であったため、全国的な販売網を短期間で構築できた。農村は穀 
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物価格の上昇などで所得水準が向上しており、ホンダはこれまで手薄だった地域についても販



























流通網で、「Shakti Entrepreneur Model」と言って、1 万数千人の農村女性を販売代理人
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い｣ という判断である (島田､2007)｡インド市場の可能性に着目し 1990 年代後半に、トヨタは
再びインドビジネスへの参入を決める。1997 年にキルロスカとの合弁により進出を果たした。 
 
インドの年間自動車販売台数は 248 万台(09 年 4 月～10 年 3 月期) で､ 自動車市場にお
ける各メーカーの 2009 年の市場占有率をみると、アルト・ワゴン  R・ スウィフトなどの人
気の小型車種をそろえるマルチ・スズキの市場シェアがほぼ 40％を占め､ ダントツの競争優位
を誇っている｡ 2 位はインドのタタであり 20％､ i10 という車種で追いかける。3 位の現代自
動車のシェアは 14％程度であり､ マルチ・スズキ以外の日本メー  カーは出遅れの感があり､ 
ホンダやトヨタのシェアも 3％程度にとどまっている｡ トヨタとほぼ同時期にインドに進出し
た韓国の現代自動車の乗用車シェアは約 14％と､トヨタに 5 倍弱の差をつけている。トヨタの
2009 年までのシェアの低迷は、インド市場のニーズ（消費者の行動）とトヨタの経営方針（ト
ヨタのグロバルスタンダード）にミスマッチがあったからに他ならない。  
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人気が高く各社がしのぎを削っているが（図表:4－2）､ トヨタは IMV 車のセダン・タイプ  ｢エ




トヨタは、現地のニーズに合わせるため、開発するのに 4 年かけ、2010 年末にはインド専
用の新型小型車エティオスを発売している｡新型  IMV 車エティオスの開発については､｢イン
ド人になれ｣ のスローガンのもとで､｢4 年に渡り､ 2000 人以上のエンジニアが開発に関わり､ 
それぞれが妥協することなく最善を尽くしてきた｣ との開発担当チーフエンジニアの言葉があ
る｡ インドの消費者の声に耳を傾け､ 開発にあたっての設計・仕様変更としては､ 真夏に 40
度を超すインドの気候もあり冷房に特にこだわるインド人向けに､ ダッシュボード中央で縦に
2 つ並んだエアコンの送風口から風が直接体にあたる設計にしたという｡ また､ 助手席前の小
物入れにもエアコンで飲料を冷やす設計とし､  座席周辺に  は  1 リットルペットボトルの置
き場を  7 個も作ってある｡ 交通渋滞時の低速走行でも高い推進力を引き出せるよう新型エン
ジンを開発し､ マニュアルでの変速である｡ 悪路の多いインドの道路事情に合わせて､ 車両下
部は補強用の鉄板で覆うなどしているともいう｡ 
 
現地化率の向上という目標を掲げた結果､ エティオスに部品を納入した 100 社のうち  36 社
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小売価格ベースで 50 万～100 万円台を中心とする小型車（車長 4 メートル未満、かつエンジ
ン容量 1400cc 以下）が乗用車市場全体の約 8 割を占めるのに、トヨタは、グローバルスタン
ダードにこだわった。インド市場においても世界同一品質の高い車を生産・販売し続けた結果
2009 年までのシェアが低かった。インドの物価水準を考えると､ 一部富裕層以外には安価な小
型車の人気が高く各社がしのぎを削っているが､ トヨタは IMV 車のセダン・タイプ  ｢エティ
オス｣ を 2010 年末から投入するまで高価格の車しかライナップされてなかった。顧客の消費
行動を正確にとらえず、ボリュームゾーンのアプローチに失敗した結果である。2010 年以降、
コンパクトカーのエティオスがボリュームゾーンの市場のニーズをとらえたから、2015 年時点
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こ れ は イ ン ド 市 場 で 発 売 さ れ る 新 型 車 に 記 載 し て 販 売 す る 方 針 を 固 め た 。
http://www.suzuki.co.jp/release/d/2013/0114/ 







6. インド市場におけるユニリーバのポートフォリオ「Aviance Beauty Solutions、Axe aftershaving 
lotion、LEVER Ayush Therapy ayurvedic health care and personal care products、Breeze beauty 
soap、Close Up toothpaste、 Dove bar & skin cleansing, lotions & Creams、Denim shaving 
products、Fair & Lovely - fairness products、Hamam、Lifebuoy soaps and handwash range、
Liril 2000 soap、 Lux soap、Pears soap、Pepsodent toothpaste、Pond's talcs and creams、
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Rexona soap、 Vaseline petroleum jelly, skin care lotions Aviance Beauty Solutions、Lakme 
beauty products and salons、Elle 18 beauty products  Axe deodorant、Clear anti-dandruff 
hair products、 Clinic Plus shampoo and oil、 Dove Hair-care Range & anti-perspirant 
deodorants、Sunsilk shampoo、Sure anti-perspirant など」  
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第5章 仮説の提示  
 













響を与えるのが経済的な要因に他ならない。例えば、1 人当たりの GDP が 40000 ドル以







高成長を続イけるンド市場は、第 1 章で述べたように、インドの購買力評価での GDP
は、2014 年時点での世界ランキングは 3 位であり、2050 年には 2 位まで上がることを予
測している（図表 :1－10）。2015 年で 13.1 億人のインド人口が、2050 年には 14.6 億人で、
2022 年時点で中国を超え、世界 1 の人口になるとの予測がある（図表 :1－6）。  
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た、農村の大規模農  家も含まれる。  
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2 戦略的なアプローチ  
仮説 1 は、「日本企業のインド市場開拓の際、所得を基準に顧客層を細分化することが
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に購入できる世帯であるが 3 世帯に 1 世帯未満しか保有していないと考えられる。多くの
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るほど、現地市場の条件とのミスマッチを起こしやすくなるとした。   
図表：  5-3 インド市場へのアプローチ  
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いう統一品質で比較的上位層のビジネスを手掛けた。一方のマルチ・スズキ、LG、ユニリ
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ジングや TQM といった施策が挙げられる。Porter のコスト・リーダーシップ戦略をまと
めると、競合他社よりもコストの面で優位に立つことでリーダーシップを取る戦略であり、
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の生産を追加し、 1986 年に「マルチ  800」のベースモデルをアルト（車名）に切り替え
て新型車を投入し、 積極的に展開したことにより、マルチ・スズキはインドの小型車市場
を独占し、インドの自動車市場で過半数のシェアを獲得するトップメーカーに成長した。
過去 5 年間連続で年間 100 万台を売り上げ、2020 年までに年間 200 万台の販売を目標に
しているマルチ・スズキの 2015 年度のマーケット・シェアは 46.5％で半分近く独占して
いる。マルチ・スズキの車種は Maruti 800, Alto,Wagon R, Estilo, Ritz, Swift, Swift Dzire, 















（第 5 章） 
 
  （Tirtha Bahadur  Karki）                              
 108 
低価格で高品質だったため問題なかった。現在においても他社より低価格で顧客の観点か
ら高品質を実現できた構図をまとめた（図表 :5－4）。  














インドで開催される「デリーオートエキスポ 2 014」において、オートギヤシフトを  
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は羊肉や鶏肉を使用した商品を販売しているが、インド食文化に対応し  “Maharaja Mac”、
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に、‘All the best’という  LG の歌を作って、大会期間中に流した。大会が終わった後に
実施した調査の結果、30%に過ぎなかった LG ブランドの認知度は大会後には 70%まで激
増していたという。効果を実感した LG は、引き続きスポーツマーケティングに力を入れ
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とめて実証モデルの図表 :5-5 を作成した。  
図表：  5-5 仮説モデル  
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1.Porter のコスト・リーダーシップとは「 Competitive strategy: techniques for analyzing 
industries and competitors. Free Press: New York. Second edition pp35」において下
記のように説明している。 [a low-cost position] gives a firm a defense against rivalry 
from competitors, because its lower costs mean that it can still earn returns after 
its competitors have competed away their profits through rivalry. A low -cost position 
defends the firm against powerful buyers because buyers can exert power only to drive 
down prices to the level of the next most efficient competitor. Low cost provides a 
defense against powerful suppliers by providing more flexibility to cope with input 
cost increases. The factors that lead to a low-cost position usually also provide 
substantial entry barriers in terms of scale economies or cost advantages. Finally, 
a low-cost position usually places the firm in a favourable position vis -à-vis 
substitutes relative to its competitors in the industry.”「  Porter, M.E. (1988). 
Competitive strategy: techniques for analyzing industries and competitors. Free 





Mac”や“ Veggie McNuggets”のような新商品の販売である。  
3.1001 は 1000 より 1 だけ多い数字ですが，インドでは  11， 101， 1001 のように  10， 100，
1000 にそれぞれ 1 を加えた数を吉祥数といい，完成された 1000 などの数に 1 を加えること
は，完成を超越  した数，すなわち無限数と扱われ，寺院への寄付金や祝いの席での祝儀など
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大学院アジア・国際経営戦略研究科池島研究室が 2015 年 9 月に実施した海外で事業展開を
行っている日本企業 1750 社を対象にした「海外事業の成功要因に関するアンケート」より
収集したデータを用いて分析を行う。本アンケートは 1750 社の企業宛てに調査票を郵送し、





なお、データの分析には IBM 社の SPSS を利用し、「記述統計」および「平均の比較」か
ら分析を行う。   
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図表：  6-1 事業戦略測定変数  
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中国市場においてもっと力を入れていくことが予測できる。  
図表：  6-2 中国事業戦略の記述統計量  
項目  度数  パーセント 有効パーセント 累積パーセント 
事業規模の拡大  39 51.3 53.4 53.4 
事業規模の現状維持  23 30.3 31.5 84.9 
事業規模の縮小  5 6.6 6.8 91.8 
進出を検討中  2 2.6 2.7 94.5 
進出しない  4 5.3 5.5 100 







とのはっきりした 2 つのグループに分けられる。  
図表：  6-3 インド事業戦略の記述統計量  
項目  度数  パーセント 有効パーセント 累積パーセント 
事業規模の拡大  28 36.8 43.1 43.1 
事業規模の現状維持  4 5.3 6.2 49.2 
撤退する  15 19.7 23.1 72.3 
進出しない  18 23.7 27.7 100 












図表：  6-4「市場の魅力」測定変数  






































け、13 億人の人口を誇り、購買力評価での GDP では世界第 3 位に並んだだけあって、市
場の規模と今後のマーケットに期待を乗せた結果であろう。成長性と規模以外に回答した
企業は、「安価な労働力を確保できる」が 2.9％で、「その他」が 5.7％にとどまっている。 
（第６章） 
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図表：  6-5「インド市場の魅力」の記述統計量  
項目  度数  パーセント  有効パーセント  累積パーセント  
現地マーケットの規模が大きい  12 15.8 34.3 34.3 
現地マーケットの今後の成長性が高い  20 26.3 57.1 91.4 
安価な労働力を確保できる  1 1.3 2.9 94.3 
その他  2 2.6 5.7 100.0 








図表：  6-6「中国市場の魅力」の記述統計量  
項目  度数  パーセント  有効パーセント  累積パーセント  
現地マーケットの規模が大きい  34 44.7 75.6 75.6 
現地マーケットの今後の成長性が高い  7 9.2 15.6 91.1 
産業集積が充実している  2 2.6 4.4 95.6 
他のアジア地域との生産ネットワークが
組みやすい  
1 1.3 2.2 97.8 
ビジネスに関わる法制度が整備されている  1 1.3 2.2 100 
合計  45 59.2 100   
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わっていくようなメカニズムになっている。彼らの消費行動を把握するために、市場を細







図表：  6-7 市場細分化の測定変数  
項目  設問文  1 6 
顧客層の重視





番号を 1 つずつご記入ください。。  
上位層  













番号を 1 つずつご記入ください。  
上位層  













番号を 1 つずつご記入ください。  
上位層  













番号を 1 つずつご記入ください。  
 
上位層  

















番号を 1 つずつご記入ください。  
上位層  













番号を 1 つずつご記入ください。  
上位層  










65.2％、現在は 64.3％と 3 年後は 52％となっている。また、「下位層」の傾向を分析する





図表：  6-8「市場細分化」測定変数の記述統計量  
3 年前インド  度数  パーセント  有効パーセント  累積パーセント  
上位層  15 19.7 65.2 65.2 
下位層  7 9.2 30.4 95.7 
特になし  1 1.3 4.3 100 
合計  23 30.3 100   
現在インド  度数  パーセント  有効パーセント  累積パーセント  
上位層  18 23.7 64.3 64.3 
下位層  10 13.2 35.7 100 
合計  28 36.8 100   
（第６章） 
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3 年後インド  度数  パーセント  有効パーセント  累積パーセント  
上位層  13 17.1 52 52 
下位層  11 14.5 44 96 
特になし  1 1.3 4 100 
合計  25 32.9 100   
図表 :6－9 は、中国市場における「市場細分化」の測定変数の記述統計量（度数分布表）
である。日本企業は中国市場において、「上位層」の戦略を分析すると、3 年前は 67.4％、
現在は 81.3％と 3 年後は 58.8 となっている。また、「下位層」の傾向を分析すると、3 年
前は 32.6％、現在は 12.5％と 3 年後は 41.2％となっている。3 年前から 3 年後における
インド所得別市場のアプローチは、上位層から下位層にやや移行す傾向がある。この結果
は、中国市場においては、下位層の開拓にまで力を注ぐ企業が現れている証拠である。  
図表：  6-9「市場細分化」測定変数の記述統計量  
3 年前中国  度数  パーセント  有効パーセント  累積パーセント  
上位層  29 38.2 67.4 67.4 
下位層  14 18.4 32.6 100 
合計  43 56.6 100   
現在中国  度数  パーセント  有効パーセント  累積パーセント  
上位層  13 17.1 81.3 81.3 
下位層  2 2.6 12.5 93.8 
特になし  1 1.3 6.3 100 
合計  16 21.1 100   
3 年後中国  度数  パーセント  有効パーセント  累積パーセント  
上位層  10 13.2 58.8 58.8 
下位層  7 9.2 41.2 100 
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図表：  6-10 コスト・イノベーションケイパビリティに関する測定変数  















































新なデザインを備えた商品を提供」の平均値は 2.94 で、標準偏差が 1.354 である。平均値
から見ると「斬新なデザインを備えた商品を提供」と答えている企業が少ない傾向がみら
れる。「現地ニーズにきめ細かく対応した商品の提供」の平均値は 3.67 で、標準偏差が 1.26
である。平均値から見ると「現地ニーズにきめ細かく対応した商品の提供」と答えている
企業が多い傾向がみられる。「商品機能の割には低い価格帯の商品を提供」の平均値は 3.00
で、標準偏差が 1.168 である。  
図表：6-11 マーケティング戦略測定変数の記述統計量  
項目  度数  最小値  最大値  平均値  標準偏差  
斬新なデザインを備えた商品を提供  63 1 6 2.94 1.354 
現地ニーズにきめ細かく対応した商品の提供  67 1 6 3.67 1.260 









図表：  6-12 商品開発力の測定変数  






を 1 つずつご記入ください。  
まったく  













を 1 つずつご記入ください。  
まったく  









を 1 つずつご記入ください。  
まったく  









を 1 つずつご記入ください。  
まったく  










を 1 つずつご記入ください。  
まったく  









を 1 つずつご記入ください。  
まったく  










の平均値は 3.49 で、標準偏差が 1.833 である。  
 
インド市場において、「最先端技術の開発をする」の平均値は 1.85 で、標準偏差が 1.565
である。平均値から見ると最先端の技術開発を目的にインドで研究開発を行う日本企業が
少ない傾向がみられる。中国市場においても、「最先端技術の開発をする」の平均値は低く
1.9 で、標準偏差が 1.106 である。インド市場において、「現地ニーズに応える商品開発」
（第６章） 
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の平均値は 2.95 で、標準偏差が 2.179 である。平均値から見ると現地顧客ニーズに応える
商品開発を目的で、インドで研究開発を行う日本企業が少ない傾向がみられる。その一方、




図表：  6-13 商品開発力の記述統計量  
項目  度数  最小値  最大値  平均値  標準偏差  
低コストでの商品開発「インド」  22 1 6 3.18 2.015 
低コストでの商品開発「中国」  39 1 6 3.49 1.833 
最先端技術の開発「インド」  20 1 6 1.85 1.565 
最先端技術の開発「中国」  31 1 5 1.9 1.106 
現地顧客ニーズに応える商品開発「インド」 21 1 6 2.95 2.179 
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図表：  6-14 技術移転の測定変数  
































































生産管理・品 3－ 4 貴社の技術を下記のアジア地 まったく移転  すべて移転  
（第６章） 
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質管理のノウ






























の平均値は 1.44 で、標準偏差が 0.934 である。平均値から見ると、最先端の商品のデザイ
ン・開発に関する技術をインドで移転すると答えた企業が少ない傾向がみられる。「製造設
備・最先端」、の平均値は 2.04 で、標準偏差が 1.531 である。平均値から見ると、最先端
の製造設備をインド市場に移転する企業は少ない傾向がみられる。「製造設備・標準」の
平均値は 3.00 で、標準偏差が 2.00 である。平均値から見ると、最先端の製造設備技術を
インド市場に移転する企業が少ない傾向がみられる。「生産管理・品質管理のノウハウ・











図表：  6-15 技術移転測定変数の記述統計量  
項目  度数  最小値  最大値  平均値  標準偏差  
中国・商品のデザイン・開発
に関する技術  最先端技術  
43 1 6 1.95 1.344 
中国・商品のデザイン・開発
に関する技術  標準技術  
51 1 6 2.86 1.767 
インド・商品のデザイン・開
発に関する技術  最先端技術  
27 1 4 1.44 0.934 
インド・製造設備  最先端技術  27 1 6 2.04 1.531 
インド・製造設備  標準技術  30 1 6 3.00 2.00 
インド・生産管理・品質管理
のノウハウ  最先端技術  
27 1 6 2.00 1.387 
インド・生産管理・品質管理
のノウハウ  標準技術  
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図表：  6-16「セグメンテーション」の測定変数  



























図表：  6-17 セグメンテーションに関する測定変数の記述統計量  
項目  度数  最小値  最大値  平均値  標準偏差  
所得  62 1 6 3.61 1.768 
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図表：  6-18 海外市場での最も大きな問題点  
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図表：  6-19 インド市場での最も大きな問題点（度数分布表）  







消費者ニーズの把握が困難  2 2.6 6.3 6.3 
市場変化の速さ  1 1.3 3.1 9.4 
原材料・部品の調達が困難  1 1.3 3.1 12.5 
物流の問題  1 1.3 3.1 15.6 
一般従業員の確保が困難  1 1.3 3.1 18.8 
現地の文化や価値観の把握などの難しさ  3 3.9 9.4 28.1 
販売ルートの拡大が困難  5 6.6 15.6 43.8 
価格競争の激しさ  7 9.2 21.9 65.6 
良いパートナーを見つけるのが困難  4 5.3 12.5 78.1 
事業の許認可などの法制度上の問題  3 3.9 9.4 87.5 
マネジメント人材の確保が困難  3 3.9 9.4 96.9 
その他（            ）  1 1.3 3.1 100 
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図表：  6-20 中国市場で直面している最も大きな問題点の度数分布表  







市場変化の速さ  9 11.8 14.5 14.5 
一般従業員の確保が困難  2 2.6 3.2 17.7 
人件費の高騰  14 18.4 22.6 40.3 
現地の文化や価値観の把握などの難しさ  3 3.9 4.8 45.2 
販売ルートの拡大が困難  4 5.3 6.5 51.6 
価格競争の激しさ  24 31.6 38.7 90.3 
違反コピーなどの知的財産権の問題  1 1.3 1.6 91.9 
良いパートナーを見つけるのが困難  1 1.3 1.6 93.5 
事業の許認可などの法制度上の問題  3 3.9 4.8 98.4 
その他  1 1.3 1.6 100 













答してもらった。発信力の方法を測定したのが図表 :6－22 の通りである。  
（第６章） 
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6-21 発信力の測定変数  

















図表：  6-22 発信力の方法の測定変数  


































  （Tirtha Bahadur  Karki）                              
 136 
の程度でしょうか。該当する番号を
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発信力に関する測定変数の記述統計量は、図表 :6－23 である。「広告宣伝が優れている」




図表：  6-23 発信力に関する測定変数の記述統計量  
項目  度数  最小値  最大値  平均値  標準偏差  
広告宣伝が優れている  72 1 5 2.79 0.978 
 
図表 :6－24 は、発信力の方法に関する測定変数の記述統計量である。インド市場におけ
る「テレビ広告」の平均値は 1.52 で、標準偏差が 1.051 である。平均値から見るとやや少
ない傾向がみられる。また、インド市場における「新聞・雑誌」の平均値は 1.68 で、標準
偏差が 1.188 である。平均値から見るとやや少ない傾向がみられる。さらに、インド市場
における「ネット広告」の平均値は 1.79 で、標準偏差が 1.197 である。平均値から見ると
やや少ない傾向がみられる。一方、インド市場における「屋外広告」の平均値は 1.67 で、
標準偏差が 1.038 である。平均値から見るとやや少ない傾向がみられる。  
 
中国市場における「テレビ広告」の平均値は 1.53 で、標準偏差が 1.082 である。平均値
から見ると少ない傾向がみられる。また、中国市場における「新聞・雑誌」の平均値は 2.02
で、標準偏差が 1.204 である。平均値から見るとやや少ない傾向がみられる。さらに、中
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図表：  6-24 発信力の方法に関する測定変数の記述統計量  
項目  度数  最小値  最大値  平均値  標準偏差  
インド・テレビ広告  27 1 5 1.52 1.051 
インド・新聞・雑誌  28 1 5 1.68 1.188 
インド・ネット広告  28 1 5 1.79 1.197 
インド・屋外広告  27 1 4 1.67 1.038 
中国・テレビ広告  49 1 5 1.53 1.082 
中国・新聞・雑誌  50 1 5 2.02 1.204 
中国・ネット広告  51 1 6 2.2 1.456 
中国・屋外広告  50 1 5 1.9 1.298 
 







図表：  6-25 成果指標  













非常に低い  非常に高い  
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を 1 つずつご記入ください。  







を 1 つずつご記入ください。  







の割合の     3 年後の予測につい
て、該当する番号を 1 つずつご記入
ください。  
現在％   
注：中国およびインドのマーケット・シェアと売上高に占めるインド売上高の割合は現在
の％である。なお、マーケット・シェアは 11 のカテゴリーで評点、付録参照。  
図表 :6－26 は、成果指標の記述統計量を示している。中国市場における日本企業の「認
知度」の平均値は 3.28 で、標準偏差が 1.36 である。平均値から見ると、中国市場の認知
度がやや高い傾向がみられる。しかし、インド市場における日本企業の「認知度」の平均




値は 2.75 で、標準偏差が 1.803 である。これも平均値から見ると、日本企業のインド市場
のマーケット・シェアが低いことを理解できる。「売上高に占めるインド売上高の割合」の
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図表：  6-26 成果指標の記述統計量  
項目  度数  最小値  最大値  平均値  標準偏差  
認知度「中国」  69 1 6 3.28 1.36 
認知度「インド」  62 1 5 2.26 1.241 
現在のマーケット・シェア「中国」  48 1 10 3.31 2.468 
現在のマーケット・シェア「インド」 20 1 7 2.75 1.803 
売上高に占めるインド売上高の割合  25 0 17 2.12 3.551 
 
































図表：  6-27 日本企業の事業戦略  
 
 























マーケットの規模が大きい」と回答した企業 25.9%となっている。  
 










































































超富裕層 富裕層 中間層 
３年前% 現在% ３年後% 
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また、中国市場においては、3 年前の中国市場アプローチは、超富裕層が 4.7%、富裕層
が 46.5％、ボリュームゾーンが 20.9%で、低所得者層が 4.7%となっている。現在におい









図表：  6-30 日本企業の中国ボリュームゾーン戦略  
 
 


































1 から 6 の 6 方式の回答において、平均値が 3.5 以上で有効であることを参考にすると、






図表：  6-31 所得による顧客層細分化  
 














図表：  6-32 市場細分化と成果指標の関係  
項目  N 平均値  標準偏差  平均値の標準誤差  
上位層  9 0.75 0.5 0.25 
下位層  12 4.33 0.577 0.333 
注：平均値は、売上高に占めるインド売上高である。なお、df＝19ｔ＝－8.814、p＝<.001 
 
等分散性のための Levene の検定で、有意確率の数字を確認する。有意確率が .707
で .05<.707 のため、有意でないとみなせる。  したがって、等分散を仮定することができ
ｔ値が -8.814、自由度が 19、有意確率が .000 である。有意確率 p<.001 のため、この 2 つ
の平均値には有意差があると判断できる。従って、図表 :6－32 の「グループ統計量」の「平
均値」を見る。グループ統計量では、上位層の売上高に占めるインド売上高の割合の平均
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対立仮説：「現地ニーズにきめ細かく対応した商品」と「商品機能の割りには低い価格帯の
商品提供」間には関連がある。   
相関分析の結果は、Pearson の相関係数ｒが .397 で、有意確率ｐが .001、n=64 となっ














図表：  6-33 商品開発とコスト・イノベーションケイパビリティ  
 
相関分析の結果は、Pearson の相関係数ｒが .380 で、有意確率ｐが .020 で、n=37 とな

















相関分析の結果は、Pearson の相関係数ｒが .435 で、有意確率ｐが .049 で、n=21 とな

























相関分析の結果は、Pearson の相関係数ｒが .863 で、有意確率ｐが .010 で、n=31 とな
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「インドの低コストで商品開発」と日本からの技術移転「商品のデザイン・開発に関す
る技術（最先端）」の間の相関分析の結果は、Pearson の相関係数ｒが .552 で、有意確率

















































相関分析の結果は、Pearson の相関係数ｒが .750 で、有意確率ｐが .000 で、n=35 とな
っている（図表 :6-35）。有意確率ｐは、.001 のため 0.1%水準で有意であるとみなせる。有
（第６章） 
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図表：  6-36 習慣・行動とコスト・イノベーションケイパビリティ  
 
「ライフスタイル」と「現地ニーズにきめ細かく対応した商品」の相関分析の結果は、
Pearson の相関係数ｒが .397 で、有意確率ｐが .002 で、n=58 となっている（図表 :6-36）。
有意確率ｐは、 .002 のため 1%水準で有意であるとみなせる。有意であったので、相関係
数から相関の強さを見る。相関係数ｒは、 .397 のため、正の相関があると判断できる。ま
た、「所得による市場細分化」と「現地ニーズにきめ細かく対応した商品」の相関分析の結
果は、Pearson の相関係数ｒが .305 で、有意確率ｐが .020 で、n=58 となっている（図
表 :6-36）。有意確率ｐは、 .020 のため 5%水準で有意であるとみなせる。有意であったの
で、相関係数から相関の強さを見る。相関係数ｒは、 .305 のため、正の相関があると判断
できる。さらに、「斬新なデザインを備えた商品の提供」と「現地ニーズにきめ細かく対応
した商品」の相関分析の結果は、Pearson の相関係数ｒが .472 で、有意確率ｐが .001 で、
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図表：  6-38 海外市場で直面している次に大きな問題点  
 








































図表：  6-39 情報発信力  
 
相関分析の結果は、Pearson の相関係数ｒが .297 で、有意確率ｐが .017、n=64 となっ











対立仮説：「認知度」と「広告宣伝が優れている」間には関連がある。   
  
相関分析の結果は、Pearson の相関係数ｒが .498 で、有意確率ｐが .000、n=64 となっ












対立仮説：「認知度」と「広告宣伝が優れている」間には関連がある。   
  
相関分析の結果は、Pearson の相関係数ｒが .358 で、有意確率ｐが .005、n=60 となっ
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「広告宣伝が優れている」と発信力方法の１つ「テレビ広告」の間の相関分析の結果は、
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「広告宣伝が優れている」と発信力方法の１つ「テレビ広告」の間の相関分析の結果は、


































図表：  6-41 コスト・イノベーションケイパビリティの構築  
 
 




















関分析の結果は、Pearson の相関係数ｒが .468 で、有意確率ｐが .001、n=58 となってい







分析の結果は、Pearson の相関係数ｒが .406 で、有意確率ｐが .001、n=64 となっている



















の相関係数ｒが .687 で、有意確率ｐが .001、n=26 となっている（図表 :6-42）。有意確率






の相関係数ｒが .618 で、有意確率ｐが .001、n=46 となっている（図表 :6-42）。有意確率









3 小括  
この章では、第５章で構築された仮説を統計的な分析を行い実証した。データにおいて
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チ」、「コスト・イノベーションケイパビリティ」と「企業パフォーマンス（成果）」といっ
た測定変数を整理しながら、 IBM 社の SPSS を利用し、「記述統計」および相関分析、また



















  （Tirtha Bahadur  Karki）                              
 166 












1 事例での実証として再確認  
1995 年にインド進出した SAMSUNG は，当初  Videocon Group と 51 対 49 の合弁会
社を設立した。1998 年には Videocon Group の出資分 26％を取得し，さらに 2002 年に
は残り 23%まで買い取り SAMSUNG インド法人は 100％単独子会社となった。LG と
SAMSUNG この 2 社が占める割合は，インド消費家電の全体の約 4 割で、白物家電分野に





















のスポンサーをして、情報発信にも力を入れている。一方、2007 年以後、現地 R&D を
大幅に強化し、SAMSUNG はインドで自らのソフトウェアセンター（ SISC：Samsung 
India Software Center）を運営している。つまり、インドは全世界に広がる SAMSUNG の





ルチ・スズキ 46.5%、HYUNDAI17.2%）を誇る韓国の HYUNDAI は、1996 年に進出し、
市場進出 3 年目である 2001 年に 6 万 7 千余台の自動車を販売して、インド市場 1000 cc 
級以上の車種販売 1 位を果たしたのである。HYUNDAI は、インド現地の需要増加に積極



















注ぎ、大都市を中心に独占販売網を構築するなど、1998 年 8 月には、60 ディーラーを構
築し、生産前にもかかわらずショールーム建設を完了したのである。つまり、発売前の段
階で、修理・部品工場が 100％完成し、発売に完全に備えたとされる。さらに、インドの












2 フィールド・サーベイと仮説の検証  
2012 年 9 月 14 日に Honda Vietnam Co., Ltd. Phuc Thang ward, Phuc Yen town, Vinh 
Phuc province, Vietnam を尋ねた。工場見学を視察した後に、Honda Vietnam Co. Ltd.
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バイで移動しているように思わせる。ベトナム 2 輪車市場において、64％の市場シェアを
誇る HVN が設立されたのは 1996 年である。A 氏によると、4 輪車において 1 日 15 車を
生産しており、価格は 4000 ドルから 5000 ドルである。4 輪車においては、現時点での利
益はないものの、将来を見込んだ上での投資と将来の方針を明らかにした。2 輪車におい
ては、2 工場の 4 ラインを合わせると、6 秒に 1 つのオートバイを生産できる体制を整え、
年間で 198 万台のオートバイを生産していた。また、オートバイの価格は 700 ドルから
2000 ドルまでで、ライナップが豊富であることが確認できた。  
図表：  7-1 オートバイで溢れるハノイ市内の様子  
 
（出所）筆者撮影  
HVN は、ベトナム人に対して交通安全の教育の一角として、 1999 年には交通教育セン
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てから顧客の獲得は難しいことが、LG や SAMSUNG の事例で確認された。下位層が今後
（終わりに） 
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       以下の記入方法に従ってお答えください。              
      ●       には、数字または該当する番号をご記入ください。 























1．一般消費者向け    2．企業向け 
 貴社の従業員数  
 
人  
    
     人 
ご多忙中のところ誠に恐縮でありますが、 




















16．その他製品（          ） 
 
そのうち、海外現地法人の従業員数 










個別企業の利益を超えて国や国際社会の繁栄を考える 1 2 3 4 5 6 
  
現地の生活者の豊かさを考える 1 2 3 4 5 6 
  
海外市場全体を俯瞰して事業を構想する 1 2 3 4 5 6 
  
貴社の強みを活かすことを考える 1 2 3 4 5 6 
  
描いた構想をスピーディーに実行する 1 2 3 4 5 6   
海外市場の開拓にトップ自ら関わる 1 2 3 4 5 6   
競合他社に先駆けて海外進出に踏み切る 1 2 3 4 5 6 
  
カントリーリスクなどを考え、慎重に進出する 1 2 3 4 5 6 
  
提携を積極的に推進する 1 2 3 4 5 6   
M&Aを積極的に推進する 1 2 3 4 5 6   




1 2 3 4 5 6   
         
 1 2 3 4 5 6   




















1 2 3 4 5 6 
  
海外現地法人の営業担当部門責任者 1 2 3 4 5 6 
  




1 2 3 4 5 6 
  




1 2 3 4 5 6 
  




1 2 3 4 5 6 
  
            
    
















1 2 3 4 5 6 
  
海外進出先を選定する際には、社長がすぐに現地を訪問する 1 2 3 4 5 6 
  
海外事業担当責任者に権限を移譲する 1 2 3 4 5 6   
取引先からの要請が大きく影響する 
  




1 2 3 4 5 6 
  
         
 
  
    
















  本社外国人役員数 本社役員数 
現在 人 人 


























1 2 3 4 5 6 
  
         
 
  
    















1 2 3 4 5 6 
  
スピーディーな意思決定（商品の早期の市場投入など） 1 2 3 4 5 6   
販売網の活用  1 2 3 4 5 6   
原材料・部品の調達能力の活用 
 




















1 2 3 4 5 6 
  
          
   

















1 2 3 4 5 6 
  
新たな発想を持った将来のグローバル人材の確保 1 2 3 4 5 6 
  
学生の意見を参考に現地ニーズに合った商品・サービスの提供 1 2 3 4 5 6 
  
講座などを通じたコーポレートブランドの浸透 1 2 3 4 5 6 
  
現地に提供する商品の開発コスト・期間の短縮 1 2 3 4 5 6 
  
           
   










2－1 貴社の海外売上高比率および海外生産比率（現在と 3年後の予測）をお教えください。該当する番号を 1つずつ
ご記入ください。 
  現在 3年後 
海外売上高比率 
  




3． 10％～20％未満 5． 30％～40％未満 7． 50％～70％未満 
2． 0％超～10％未満 4． 20％～30％未満 6． 40％～50％未満 8． 70％以上 
年後 
   




2－2 貴社の営業利益に占める海外営業利益のおよその割合について、現在と 3年後の予測をお教えください。該当 
する番号を 1つずつご記入ください。 
 
  現在 3年後の予測 
 





3． 10％～20％未満 5． 30％～40％未満 7． 50％～70％未満 
2． 0％超～10％未満 4． 20％～30％未満 6． 40％～50％未満 8． 70％以上 
3年後： 






米国 欧州 中国 インド 
インド   
ネシア 
タイ ベトナム 
その他   
（    ） 












2－4 貴社の海外事業にとって魅力がある国・地域名に○印を付け、そのうち最も魅力ある国・地域に◎印をお付け  




米国 欧州 中国 インド 




（    ） 
最も         
当てはまる理由         
次に         

























1 2 3 4 5 6 
   
生産・品質管理面での能力が優れている 
 
1 2 3 4 5 6 
   
原材料・部品の調達能力が優れている 
 
1 2 3 4 5 6 
   
ブランド力が高い 
   
1 2 3 4 5 6 
   
現地の嗜好に合った商品作りが出来ている 1 2 3 4 5 6 
   
自社独自の販売網を持っている 
 
1 2 3 4 5 6 
   
サービス面で優れている 
  
1 2 3 4 5 6 
   
流通業者との交渉力が優れている 
 
1 2 3 4 5 6 
   
広告宣伝が優れている 
  
1 2 3 4 5 6 
   
販売員が優れている 
  
1 2 3 4 5 6 
   
人事・労務面での管理能力が優れている 
 
1 2 3 4 5 6 
   
資金が豊富である 
   
1 2 3 4 5 6 
   
現地行政機関との交渉力が優れている 
 
1 2 3 4 5 6 
   
現地専用ブランドを持っている 
  
1 2 3 4 5 6 
   
信頼できる現地パートナーを持っている 
 
1 2 3 4 5 6 
   
              
     
1 2 3 4 5 6 

















（    ） 
最も大きな問題                 


























   
15．マネジメント人材の確保が困難 
 










中国 インド ASEAN 





















1．減少 2．ほぼ同じ 3．増加 
 
2－8 貴社はアジア地域統括拠点を設置していますか。該当する番号に○印をお付けください。なお（ ）内に拠点    
国名と設置年をご記入ください。 
  拠点国名 設置年 
1．設置している （           ） （西暦       年 ） 
2．設置する予定 （           ） （西暦       年 ） 
3．検討中     
4．設置しない     
 
2－9 貴社は、アジア地域統括拠点を置く国をどのような基準で選ばれていますか。最も当てはまる理由と次に当て  
はまる理由を 1つずつご記入ください。 
最も              
当てはまる理由 





次に             
当てはまる理由 






    
5．優秀な人材が採用できる 
 
    6．外国人にとって生活環境が整っている  
    7．政治・社会情勢が安定している  
    





最も              
当てはまるもの 
   
1. アジア事業戦略 7．情報システム 
 
2．原材料・部品調達 8．財務・金融・為替 
次に             
当てはまるもの 




    
5．生産ネットワーク 11．その他（       ） 






3－1 貴社の海外での研究開発の目的をお教えください。該当する番号を 1つずつご記入ください。 
 
  米国 欧州 中国 インド ASEAN 
先端技術の開発を行う          
現地の商品開発のスピードアップを図る          
低いコストで商品を開発する          
現地の顧客ニーズに応える商品を開発する          
アジア地域の顧客ニーズに応える商品を開発する          
世界市場を睨んだ商品を開発する          
 
  








3－2 貴社の現在および 3年後（方針）の売上高研究費比率について、該当する番号を 1つずつご記入ください。 
 
現在   




3． 1％～3％未満 5． 5％～7％未満 7． 10％以上 
2． 0％超～1％未満 4． 3％～5％未満 6． 7％～10％未満  
3年後： 
1．減少 2．ほぼ同じ  3．増加 
 




日本 米国 欧州 中国 インド ASEAN その他の国 合計 
現在  ％  ％   ％   ％   ％  ％  ％  100％  
3年後の方針     
 
  
    
3年後： 























商品のデザイン・開発に関する技術             
製造設備             
生産管理・品質管理のノウハウ             
 
  








3－5 下記の研究開発の機能は日本に残すべきとお考えですか。該当する番号を 1つずつお付けください。 
 
将来の事業構想に関わる研究開発の企画 1 2 3 4 5 6 
  
次世代の商品・事業に関わる先端技術の開発 1 2 3 4 5 6   
コア技術強化の研究開発 
 








1 2 3 4 5 6 
  
            
    









3－6 貴社の研究開発における下記の外部機関との連携の増減について、過去 3年間、今後 3年間の予定をお教えくだ
さい。該当する番号を 1つずつご記入ください。 
 
  過去 3年間 今後 3年間 
日本の大企業     
日本の中小企業・ベンチャー     
日本の大学     
海外の大企業     
海外の中小企業・ベンチャー     
欧米の大学     
アジア地域の大学     
 
連携の増減： 







3－7  貴社の研究開発において、下記の外部機関との連携は有効でしょうか。該当する番号を 1つずつお選びくだ    
さい。また、連携を成功させる最も大きな要因、次に大きな要因を 1つずつご記入ください。 
  連携の効果 
連携の成功要因 
最も大きな要因 次に大きな要因 
日本の大企業       
日本の中小企業・ベンチャー       
日本の大学       
海外の大企業       
海外の中小企業・ベンチャー       
欧米の大学        
アジア地域の大学       
    























1 2 3 4 5 6 
   
年齢 
  
1 2 3 4 5 6 
   
性別 
  
1 2 3 4 5 6 
   
地域（大都市、中小都市、農村など） 1 2 3 4 5 6 
   
ライフスタイル 
 
1 2 3 4 5 6 
   
その他（        ）  1 2 3 4 5 6    
            
   
1 2 3 4 5 6 











欧米 中国 インド 
インド   
ネシア 
タイ ベトナム 
3年前             
現在             
3年後             









4－3 貴社は下記の国・地域において、所得を基準にどのような市場開拓戦略を取られていますか。該当する番号を    
1つずつご記入ください。 
  欧米 中国 インド 
インド   
ネシア 
タイ ベトナム 
市場開拓戦略         
  
1．富裕層を開拓し続ける 




4．中間層を開拓し続ける    
5. まず中間層を開拓し、低所得層まで広げていく   
6．まず中間層を開拓し、富裕層まで広げていく   
7．まず中間層を開拓し、富裕層、低所得層まで幅広く広げていく   
8．低所得層を開拓し続ける 








欧米 中国 インド 
インド   
ネシア 
タイ ベトナム 
現在             




5． 30％～40％未満 9． 70％～80％未満 
 
2． 0％超～10％未満 6． 40％～50％未満 10． 80％～90％未満 
 
3． 10％～20％未満 7． 50％～60％未満 11． 90％～100％未満 
4． 20％～30％未満 8． 60％～70％未満 12． 100% 
 
3 年後: 





インド   
ネシア 
タイ ベトナム 
現在           




4． 50％～70％未満 7． 100％ 
2． 0％超～30％未満 5． 70％～90％未満 
 
3． 30％～50％未満 6． 90％～100％未満 
3 年後: 









インド   
ネシア 
タイ ベトナム 
現在  ％  ％  ％  ％  ％ 
3年後           
3 年後: 




  欧米 中国 インド 
インド   
ネシア 
タイ ベトナム 
最も大きな問題点         
  








































1 2 3 4 5 6 
  


















3．商品そのものが現地ニーズに合っていない 7．その他（        ） 
4．価格の設定が難しい 









1 2 3 4 5 6 
   
現地法人のトップ自ら商品をアピール 1 2 3 4 5 6 
   
現地ニーズにきめ細かく対応した商品を提供 1 2 3 4 5 6 
   
世界に通用する基本機能を備えた商品を提供 1 2 3 4 5 6 
   
斬新なデザインを備えた商品を提供 1 2 3 4 5 6    
斬新なネーミング・ロゴを付けた商品を提供 1 2 3 4 5 6    
競合企業より高い価格帯の商品を提供 1 2 3 4 5 6 
   
商品機能の割には低い価格帯の商品を提供 1 2 3 4 5 6 
   
マスメディアを通じた広告宣伝 
  
1 2 3 4 5 6 
   
旗艦店を拡充 
    
1 2 3 4 5 6 
   
販売網を整備・拡充 
   
1 2 3 4 5 6 
   
販売員を教育・訓練 
   
1 2 3 4 5 6 
   
お客様相談窓口を充実 
  
1 2 3 4 5 6 
   
イベント・キャンペーンを充実 
  
1 2 3 4 5 6 
   
              
     
1 2 3 4 5 6 








4－10 貴社の進出している海外市場で、最も意識している競合企業と比べて、貴社の広告媒体の露出度はどの程度   
でしょうか。該当する番号を 1つずつご記入ください。 
 
  米国 欧州 中国 インド ASEAN 
テレビ広告           
新聞・雑誌           
ネット広告           
屋外広告           
   
1 2 3 4 5 6 
   
露出度は非常に低い 
 









1．すでに取り組んでいる （                  ） 
























1 2 3 4 5 6 
  
           
   









4－13 貴社が BOP ビジネスを進める上で最も大きな問題、次に大きな問題について、該当する番号を１つずつご記入
ください。 
 
最も        
大きな問題 




次に        
大きな問題 






























1 2 3 4 5 6 
  
海外事業に詳しい即戦力となる日本人を中途採用する 1 2 3 4 5 6 
  
海外事業に詳しい即戦力となる外国人を中途採用する 1 2 3 4 5 6   
現地で採用した優秀な外国人を本社に移籍させる 1 2 3 4 5 6 
  
           
   



























1 2 3 4 5 6 
  
海外の現地法人・提携先などの企業で現地の言語・文化の学習 1 2 3 4 5 6 
  
           
   












  中国 インド 





         
意思決定のスピードが遅い           
給与水準が低い           
昇進のスピードが遅い      
 
  








5－5 貴社の進出している国々における現地法人の中間管理職∙経営者の現地人比率について、該当する番号を 1つ   
ずつご記入ください。 
 
  中国 インド 
インド   
ネシア 
タイ ベトナム 
中間管理職           
経営者           
1． 0％ 
 
3． 10％～30％未満 5． 50％～70％未満 ７． 90％～100％未満 





  中国 インド 
インド   
ネシア 
タイ ベトナム 
中間管理職           









  欧米 中国 インド 
インド   
ネシア 
タイ ベトナム 
人事制度の策定             
現地サプライヤーの選定             
商品化       
販売先の選定             
販売価格             
 
  











  中国 インド 
インド   
ネシア 
タイ ベトナム 
最も大きな理由           
次に大きな理由           
 
1．日本人だけで十分な現地のマネジメントができる 
    
2．現地人の経営層では、本社とのコミュニケーションが難しい 





    
6．その他（                   ） 
    








1 2 3 4 5 6 
  












1 2 3 4 5 6 
  
           
   











 ６．成果および予測  
 
6－ 1 貴社の現在の売上高に占める下記の国・地域別の売上高のおよその割合をお教えくださ
い。また、この割合の     3 年後の予測について、該当する番号を 1 つずつご記入くだ
さい。  
 
  現在  3 年後  
日本  ％  
 
米国  ％  
 
欧州  ％  
 
中国  ％  
 
インド  ％  
 
ASEAN ％  
 
上記以外のすべての国  ％  
 
合計  100％  
 
3 年後： 
1．減少  2．ほぼ同じ  3．増加  
 
6－ 2 貴社の下記の国・地域における直近 3 年間の売上高および営業利益の増減について、該
当する番号を 1 つずつ    ご記入ください。  
 











              
 
直近 3 年間の増減：  





6－ 3 貴社の下記の国・地域別における 2014 年度の売上高営業利益率について、該当する番号

















する番号を 1 つずつご記入ください。  
 
 
日本  米国  欧州  中国  インド  ASEAN 
現在のマーケット・  
シェア  
            
 
1．  1％未満  4．  5％～ 10％未満  7． 30％～ 40％未満  10． 70％～ 90％未満  
2．  1％～ 2％未満  5．  10％～ 20％未満  8． 40％～ 50％未満  11． 90％以上  
3．  2％～ 5％未満  6．  20％～ 30％未満  9． 50％～ 70％未満  
  
 
  2014 年度   
 
1．  マイナス  
日本     
 
2．  0％～ 2％未満  
米国     
 
3．  2％～ 5％未満  
欧州     
 
4．  5％～ 7％未満  
中国     
 
5． 7％～ 10％未満  
インド     
 
6． 10％～ 15％未満  
ASEAN    
 
7． 15％～ 20％未満  





 9． 25％～ 30％未満  




6－ 5 海外新商品の 3 年後の生存率（現在も販売されている製品数 /3 年前に投入した製品数＊
100）をお教えください。該当する番号を 1 つご記入ください。  
 
海外新商品の生存率           
 
1．  0％  3．  10％～ 30％未満  5． 50％～ 70％未満  7． 90％～ 100％未満  
2．  0％超～ 10％未満  4．  30％～ 50％未満  6． 70％～ 90％未満  8． 100％  
 
6－ 6 海外事業を展開していく上で、大事な点あるいは大きな問題点をご自由にお答えくださ
い。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ご協力誠にありがとうございました  
 
（付録） 
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（フィールド・サーベイの様子）  
  
